
自動車走行データを活用した
電気自動車用急速充電器の最適配置検討

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社と連携協定を締結
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市域における二酸化炭素の排出状況

市域の部門別二酸化炭素排出割合(2023年度)

• 市域の二酸化炭素排出量のうち、

約２割を運輸部門が占め、そのうち約８割が自動車由来

⇒ 運輸部門の脱炭素化には、電気自動車（ＥＶ）等の普及が重要

ｴﾈﾙｷﾞｰ
転換部門

16％
産業部門

12％

業務部門
22％

家庭部門
25％

廃棄物部門
3.5％

※構成比は四捨五入しているため、
合計しても必ずしも100％とはなりません

自動車
83％

鉄道 13％

船舶 4.8％

運輸部門
CO2排出量
342万トン
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市域の
CO2排出量
1,583万トン

運輸部門
22％



電気自動車等の普及促進の取組

青葉区しらとり台の公道充電器

• 2021年度より全国初の公道充電器を設置

• コンビニ等への設置支援により拡大

充電インフラの整備推進

急速充電器の設置口数は基礎自治体で最大

市内の急速充電器設置口数、
電気自動車(ＥＶ)及びプラグインハイブリッド自動車(ＰＨＶ)台数の推移
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設置口数自治体名

308
第１位

横浜市

268名古屋市

152神戸市

133大阪市

127さいたま市

主な政令市の急速充電器設置状況

2025年３月４日時点



電気自動車の普及に向けた課題①

• 主な課題に充電に対する不安があると言われている

• 市内の住宅の約６割が集合住宅。

集合住宅での充電器設置は、住民の合意形成が課題

• 集合住宅等の自動車ユーザーが、自宅充電に代わって

快適に利用できる充電インフラを整備し、電気自動車の普及拡大を図ることが重要

出典：令和５年住宅・土地統計調査
(国土交通省)調査結果より作成

市内の建て方別住宅戸数・割合

戸建住宅
約63万戸
（36％） 集合住宅

約113万戸
（64％）
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• 利便性向上に加え、充電事業の自立化(採算ラインのクリア)に向けた

充電器設置場所の最適化が求められている

電気自動車の普及に向けた課題②
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あいおいニッセイ同和損害保険(株)のご協力で、自動車の走行データを活用し、

急速充電器の最適配置を進める

電気自動車の普及拡大
充電器の設置促進・最適化

100
回/月
以上

充
電
利
用
回
数

採算ライン

最適化の検討

持続可能
持続可能

利用回数増

100
回/月
以上

充電器口数 充電器口数



データに基づく急速充電器の設置シミュレーション

走行データの取得・分析１

• あいおいニッセイ同和損害保険(株)が約1,000台の走行データを取得

• 位置情報から走行経路や移動距離、始点・終点や走行時間、滞在時間を把握

• 走行データから、平均移動距離や移動時間を分析

約1,000台の
走行データ

移動距離、
走行時間 など

スマートフォン・専用タグ

データ取得

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社より画像提供
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データに基づく急速充電器の設置シミュレーション

市内急速充電器の利便性把握
２

平均移動距離や道路状況から、

急速充電器が、利用される範囲

を推定

• さらに、横浜市が保有する周辺人口などの統計情報も踏まえながら、

利便性向上に向けた設置の優先度を検討し、重点的に急速充電器の設置を進めるエリアを選定

最適配置の検討
３

始点・終点や走行ルート、

滞在時間の情報から、

通過車両が多い道路を推定

ＡとＢを重ね合わせ

需要が高く、

利便性が低いエリアを推定

Ａ Ｂ Ｃ
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ゲストプロフィール

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

代表取締役社長 新納 啓介 様

にいろ けいすけ

7



8



事故を起こさない保険 〜テレマティクス⾃動⾞保険〜

⾛⾏距離 スピード
急アクセル 急ブレーキ

⾛⾏時間帯

⾛⾏
データ

保険会社⾞載機
１１

２２

３３

スコアと連動した保険料 安全運転レポート ⾃動通報・データ送信

テレマティクスサービステレマティクスサービス４４

事故頻度低減効果 ▲15％ ▲16.4日
事故解決日数

2018年以来、累計10万件※もの事故発⽣を防⽌︕ ※2018-2024年度に
おけるテレマ保険事故
件数を元にした想定値
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地域社会の未来を変える保険へ 〜SAFE TOWN DRIVE〜
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地域社会の未来を変える保険へ 〜SAFE TOWN DRIVE〜

神奈川県在住のお客さまが安全運転により
2025年5月に削減したCO2排出量合計

交通安全マップを活用することで、
実際の交通安全対策（ゾーン
30エリア指定等）の実施に貢
献

交通安全マップ

⾃動⾞の上下振動データから路
面の損傷箇所を検知し、⾃治
体の道路維持管理をサポート

路面状況把握システム
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横浜市内での取組み 〜脱炭素社会の実現に向けて〜

次世代⾃動⾞
55%

ガソリン⾞
45%

2030年
次世代⾃動⾞
普及割合11月1日ー30日の間で⾞載

器・アプリを無償で貸与し、エコド
ライブコンテストを実施

個人・法人
1,000台分
⾛⾏データ

利便性の⾼いインフラ整備利便性の⾼いインフラ整備

※ハイブリッド⾞含む

※ガソリン⾞・ハイブリッド⾞・電気⾃動⾞を対象

12



あ

今後の取組みについて 〜ロードマップ〜

循環経済等に資する
魅⼒的な
脱炭素ライフスタイル
創出・浸透事業

2022－24年度

2025年度

新たなｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞで
参加者拡大

202６年度

1,000人
規模

1万人
規模

20２７年
３月～

イベント参加者の特典として、
安全運転スコアに応じた保険料設定を導⼊
※26年1月以降のイベントより適用(25年11月のイベントでは適用外)
※今回同様、弊社ご契約者さま以外の方も参加可能

13



今後の展開

 今年度は、1,000台の走行データから、自宅充電に代わる「日常利用の充電器」の

最適配置をシミュレーション。市域で重点的に急速充電器を設置するエリアを設定

 検討結果を活用し、公道設置や民間事業者との連携による充電器の設置促進

 次年度以降、走行データを増やして精度向上を図るとともに、旅行や営業など

「移動の途中での一時的な充電」も考慮した、

持続可能な充電インフラ最適配置を検討

持続可能なグリーン社会の実現へ

14


